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○ 世界は今、新型コロナウイルスとの厳しい戦いの最中にあります。有効なワクチンや治療薬がない中、感染拡大防止と社

会経済活動の両立を図る「ウィズ・コロナ」の社会をいかにして生きていくかが問われています。医療関係者の献身的な努力、

都民や事業者の皆様の御協力をいただきながら、この難局に立ち向かっていく。そのための強固な執行体制を整えなければ

なりません。

○ 新型コロナウイルスによって、私たちの暮らしや働き方に様々な負の影響が生じましたが、同時に、テレワークにより満員電車

がなくなり、テレビ会議が当たり前となるなど、将来目指す姿としていたものが、あっという間に現実のものとなりました。この

「新しい日常」を元に戻してしまうことなく、定着させていくことが重要です。

○ また、行政手続がオンラインでできないことが、迅速な対応の足かせとなるなど、行政のみならず社会全体のデジタルトランス

フォーメーションが著しく遅れ、世界から取り残されています。新型コロナウイルスとの戦いは、我が国が抱える社会の構造

的な問題を顕著に映し出しています。

○ 「世界から選ばれる都市」となるために、我々には一刻の猶予もありません。社会の構造改革を進められる体制を整えるた

めに、デジタルトランスフォーメーションの徹底や制度の抜本見直しなど、都政の構造改革を強力に進める必要があります。

○ 昨年12月に取りまとめた「『未来の東京』戦略ビジョン」では、社会変化に正面から向き合い、目指すべき姿を描くとともに、そ

の実現に向けた戦略やプロジェクトを示しました。新型コロナウイルスにより、子供の笑顔、個性を引き出す教育、スマート東

京など、戦略ビジョンで描いた姿の多くについて、前倒しで実現することが求められています。構造改革を梃子として、「新しい

日常」や「サステナブル・リカバリー」という新たな視点から、戦略をバージョンアップし、長期戦略に結実させていきます。

○ 都民の命を守り、「人が輝く東京」を創り上げる。これが我々に課せられたミッションです。新型コロナウイルスを乗り越え、未

来の東京を切り拓くための都政を展開してまいります。

「未来の東京」を見据えた都政の新たな展開について

東京都知事
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「東京版CDC※（疾病対策予防センター）」の設置

全体像のイメージ（危機発生時）

 新型コロナウイルスをはじめ、様々な感染症対策を一体的に担う常設の「司令塔機能」を設け、平時からインテリジェン

ス機能を強化し、危機発生時には迅速かつ効果的に対応を図る緊急時オペレーション機能を発揮

 本庁、調査・研究部門から成る都庁組織と、外部の研究機関等が有機的に連携するとともに、専門家ボードによる的確

なアドバイスを受けながら、効果的な感染症対策を推進

※ Centers for Disease Control and Prevention

○ 新型コロナウイルスとの戦いに、人的資源を重点的に投入するなど、都庁の総力を挙げて取り組んできた。

○ これまでの戦いで得た教訓を踏まえ、体制を整えるために、「東京版ＣＤＣ（疾病対策予防センター）」を設置する。
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新たな都政の展開① 新型コロナウイルスとの戦いに打ち勝つ体制を築き上げる



 感染の拡大期等においても、必要とする人が検査を
迅速に受けられる十分な検査体制を確保

 患者発生状況に応じた適切な病床等を確保

（主な取組）
● 検査処理機関の増強、多様な検査体制の整備
● 新型コロナウイルス感染症の専用病院の確保
● 宿泊療養施設の確保
● 感染症医療支援ドクター（仮称）の創設

 台風等の風水害や首都直下地震、火山噴火など、いつ起
きてもおかしくない自然災害に対して、感染症対策の観点
を取り入れた防災対策の更なる充実

 インフルエンザ流行期に、新型コロナウイルスの感染が拡大
した場合に備えた、検査・医療提供体制の強化

※ Emergency Operations Center

平 時 有 事「東京版CDC」の主な機能

① 政策立案機能
 専門家ボード
 健康危機管理監（仮称）の設置

② 調査・分析機能
 外部人材（専門員）の登用
 国、大学、研究機関等との共同研究・

ネットワーク構築

③ 情報収集・発信機能
 データのアーカイブ化
 啓発キャンペーン、刊行物の発行

④ 人材育成機能
 公衆衛生人材の確保・登用

迅
速
な
移
行
・
体
制
強
化

① 危機管理機能（ＥＯＣ※設置・運営）
 緊急時オペレーションの政策立案・総合調整
 区市町村との連携、機動的・集中的支援
 医療提供体制の確保、入院調整
 クラスター対策の強化
 専門家による院内感染対策チームの創設

② 調査・分析機能
 都・専門員・外部研究者が一体となった分析チームの編成
 数理分析等によるシミュレーション

③ 情報収集・発信機能
 患者データの適切な管理
 都民への効果的な広報
 リスクコミュニケーション

複合災害等への備え

検査・医療・療養体制の拡充
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 テレワークの導入・実践が飛躍的に進展
 テレワーク環境の整備などの様々な課題も明らかに
 男性の家事・育児参加が進むも、依然として女性の

負担は大きい
 通勤電車の混雑が一時的に解消するも、利用者が

元に戻りつつある

これまでの社会 コロナ禍での社会の変容 新しい日常

Ｒ２.６月 58.1%

R２.６月 55.2%実施した社員割合

R２.６月 11.3日実施した日数(月間)

テレワーク導入率
テレワークの更なる
定着を核に、社会
構造の変革を図る

 オンライン会議など、デジタルツールの活用が進展
 インターネット利用量が大幅に増加し、安定的かつ安

全な通信基盤の構築が重要
 行政のデジタルシフトの遅れは深刻
 契約書作成や押印のために、出社を余儀なくされるな

ど、企業のデジタル化も道半ば

コロナ禍の中で、デジタルツールの活用が進展

取り組むべき喫緊の課題

ＱＯＬの向上 国際競争力の向上

社会全体のデジタルトランスフォーメーションの実現

テレワークや快適通勤が飛躍的に進んだ一方で、
「新しい日常」をいかに定着していくかが課題

我が国のＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）
の遅れが顕在化

○ 新型コロナウイルスは、テレワークやテレビ会議が当たり前となるなど、私たちの暮らしや働き方に大きな変

化をもたらしている。

○ 同時に、デジタル化の遅れやはんこ文化など、日本社会が抱える構造的な課題が改めて浮き彫りになった。
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Ｒ１.７月 25.1%

R１.12月 15.7%

R１.12月 1.2日

新たな都政の展開② 浮き彫りとなった構造的な課題の根源まで踏み込んで改革を進める

出社を前提とした働き方

満員電車が当たり前

テレワークの進展 ライフワークバランスの実現

通勤電車の混雑緩和 企業の生産性向上

行政手続のオンライン化 企業のデジタル化 ＩＣＴ人材の育成 通信インフラの整備

オンライン会議 オンライン診療 オンライン飲み会接触確認アプリ



○ 新型コロナウイルス感染症を乗り越えた先のポスト・コロナを見据え、これまで課題となっていた社会システムの大きな変革を

促すため、Web会議などを活用し、各界の有識者から幅広く意見を伺う。

○ デジタル化の加速、産業構造の変化への対応等、日本と東京の新たな成長の原動力につながる「社会の構造改革」につ

いて議論を進め、今秋を目途に、意見を取りまとめる。

社会の構造改革

○ これまでの都政改革の歩みを発展・継承させ、制度や仕組みの根本にまで遡った改革へと進化させる。都政のＤＸ（デ

ジタルトランスフォーメーション）推進を梃子とし、都政のＱＯＳ（クオリティ・オブ・サービス）を飛躍的に向上させ、都

民の期待を上回る価値を提供していく必要がある。

○ 「構造改革推進チーム」を設置し、先駆的なコア・プロジェクトを強力に推進するとともに、都政全体での具体的展開に

向けた「都政の構造改革実行プラン（仮称）」を今年度内に取りまとめていく。

都政の構造改革

○ 世界は、新型コロナウイルス対策にＩCＴを活用するなど、デジタル化を更に加速させている。そのスピード

の速さに強い危機感を持って取り組んでいかなければ、世界の競争から大きく取り残されかねない。

○ 国難とも言える危機に直面している今だからこそ、変革の契機と捉え、制度の根本まで遡って構造改革を強力

に推進していかなければならない。
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 今後の政策展開に当たっては、新型コロナウイルスにより、疲弊した経済、社会、人々のマインドを回復させながら、未来

に向けた復興を目指す必要がある。

 世界では、気候危機への対処を図りながら経済復興を目指すという新しい流れが生まれている。新型コロナウイルスに

よって人々のつながりが分断され、また、社会経済活動が大きな制約を受ける中で、気候変動対策はもとより、人々の

持続可能な生活を実現する観点にまで広げた「サステナブル・リカバリー（持続可能な回復）」を進めていくことが重

要である。例えば、

● 感染防止を図りながら、人と人がつながる場を作り出す

● いかなる状況下においても、子供たちの学びを止めない

● 人々が安心して働き収入を得られる仕組みを創る

● 芸術・文化・スポーツ活動などを続けられる環境を整える

ことで、状況の変化にしなやかに対応しながら、新たな価値

を生み出す強靭で持続可能な社会を創っていく。

 今後も、未知の感染症が発生する可能性があることを念頭に、

コロナ以前の社会に戻るのではなく、「新しい日常」の定着や、

デジタルトランスフォーメーションなどにより、質の高い暮らしや

機能的なまちづくり、人々の心の豊かさを追求するなど、多様性

と包摂性に溢れた「人が輝く東京」を実現していく。

強靭で持続可能な社会の構築に向けて
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政策展開の新たな視点 ～サステナブル・リカバリー～



「サステナブル・リカバリー」の視点から人々の持続可能な生活を実現（取組イメージ）

フリーランスなど、誰もが安心して
働き続けられる環境

リアルとバーチャルを効果的に活用し
いかなる状況でも学び続けられる仕組み

介護施設において、先端技術を活用し、
非接触でも人との触れ合いや交流を可能に
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人々に楽しさや喜びをもたらす
芸術・文化活動が続けられる環境

人中心のまちづくりにより、
人と環境にやさしい快適な都市

地産地消型の消費行動やマイクロツーリズム
など、近場の魅力の再発見と地域活性化



 都は、昨年12月に「『未来の東京』戦略ビジョン」を策定

し、不確実性が一層増していく中、これまでの延長線上

の発想では、東京の明るい未来は望めないとの認識の

下、目指すべき未来を想定し、逆算して現在からそこに

至る道筋を定めるバックキャストの視点を用い、我々が目

指す2040年代の東京の姿や、その実現のための2030

年に向けた戦略と実行のためのプロジェクトを示した。

 新型コロナウイルスとの戦いの中で、我々の社会には様々

な変化が生じている。また、コロナ禍によって社会経済活

動が停滞する中で、新たな課題が浮き彫りとなった。

（具体的な内容は、11ページ以降の「新型コロナウイル

スがもたらした変化と課題」を参照）

 これらの変化や新たな課題を踏まえ、「社会の構造改

革」と「都政の構造改革」を梃子として、「新しい日常」に

ふさわしい政策を練り上げることで、戦略ビジョンをバージョ

ンアップしていく必要がある。

「社会の構造改革」と「都政の構造改革」を２つの大きな梃子として、戦略ビジョンを

バージョンアップし、長期戦略として結実させていく

戦略１ 子供の笑顔のための戦略

戦略２ 子供の「伸びる・育つ」応援戦略

戦略３ 女性の活躍推進戦略

戦略４ 長寿（Chōju）社会実現戦略

戦略５ 誰もが輝く働き方実現戦略

戦略６ ダイバーシティ・共生社会戦略

戦略７ 「住まい」と「地域」を大切にする戦略

戦略８ 安全・安心なまちづくり戦略

戦略９ 都市の機能をさらに高める戦略

戦略10 スマート東京・TOKYO Data Highway戦略

戦略11 スタートアップ都市・東京戦略

戦略12 稼ぐ東京・イノベーション戦略

戦略13 水と緑溢れる東京戦略

戦略14 ゼロエミッション東京戦略

戦略15 文化・エンターテインメント都市戦略

戦略16 スポーツフィールド東京戦略

戦略17 多摩・島しょ振興戦略

戦略18 オールジャパン連携戦略

戦略19 オリンピック・パラリンピックレガシー戦略

戦略20 新たな都政改革戦略

2030年に向けた20の「戦略」
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新たな都政の展開をリードする長期戦略の策定



 行政の徹底したデジタルトランスフォーメーションの推進

 教育のＩＣＴ化（TOKYOスマート・スクール・プロジェクト）

 新しい働き方（テレワークや時差出勤の定着）

 行政と民間の協働による社会課題解決の取組の推進

 アジアナンバーワンの国際金融センターに向けた積極的な展開

取組を更に加速・定着させるべきもの

 子供が笑顔で子育てが楽しいと思える社会を実現するための取組（コロナ禍で不安等を抱える

子供・保護者へのサポート、学校を子供の重要な居場所として位置づける など）

 「非接触・非対面」社会における人と人との新たなつながり、居場所づくり

 第二の就職氷河期世代を生み出さないための雇用対策

内容を深化・展開させていくべきもの

 感染症対策の強化（「東京版ＣＤＣ」の危機管理機能、調査・分析機能など）

 複合災害への備え（コロナ禍における自然災害への対応）

 フリーランスなど、新しい雇用形態に対するセーフティネットの構築

新たに生じた課題への取組を進めるべきもの

戦略のバージョンアップの方向性

戦略をバージョンアップし、「成長」と「成熟」が両立した持続可能な東京の実現に向け、東京の未来を切り拓く

羅針盤となる長期戦略を年度内に策定（改革を加速させる３か年のアクションプランを盛り込む。）

（例）

（例）

（例）
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「新しい日常」の中で、新たな需要を見出し、
産業として振興していく視点

「デジタルの力」をキーワードに、社会の仕組み
そのものを、時代にふさわしい姿に大胆に変えて
いく視点

ベンチャーやスタートアップなど、民間企業のア
イデアを活かして、社会課題の解決や行政サービ
スの向上につなげていく視点

社会経済構造の変化・変革に対して、人々の安心
を支えるセーフティネットを充実していく視点

区市町村や近隣自治体、民間企業など、多様な主
体とこれまでにない連携や協働を生み出し、みん
なで未来の東京を創り上げていく視点

グローバルな都市間競争に打ち勝つ視点
・ビジネス環境や居住環境など東京の弱みを克服
・英語が当たり前の社会の実現 など

具体的な施策検討に当たり、これまで以上に都民
目線・現場目線を徹底していく視点

先進事例の研究や各種データ、エビデンスに基づ
く政策形成の視点

誰一人取り残さないＳＤＧｓの視点をベースに、
政策を磨き上げる視点

東京2020大会を成功に導き、ハード・ソフトの
取組を、都市のレガシーとして発展させ、都民生
活の向上につなげていく視点
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東京の発展 人が輝く東京

戦略のバージョンアップに向けた視点



新型コロナウイルスがもたらした変化と課題
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テレワークが飛躍的に進展し、企業の導入率は約６割に

⃝ 都内企業のテレワーク導入率は緊急事態宣言発令後、約６割へ急上昇

⃝ テレワークを実施した社員割合は５割を超え、月間の勤務日数（約20日）

のうち約６割の日数で実施するなど、飛躍的に進展

都内企業(従業員30人以上)のテレワーク導入率

テレワークを実施した日数（月間）

（資料） 産業労働局「多様な働き方に関する実態調査（テレワーク）」、 「テレワーク「導入率」緊急調査結果」を基に作成

緊急事態宣言発令期間

 新型コロナウイルスの感染防止策として、社会全体

でテレワークや時差出勤に取り組んだ結果、出社を

前提とした働き方や混雑した通勤電車など、これま

で当たり前とされてきた社会・生活の在り様が大きく

変化した。

 多くの人々がテレワークを経験し、「新しい日常」にお

ける働き方として急速に浸透した一方で、自宅の執

務環境の整備や労務管理の在り方など、定着に向

けた課題も浮き彫りとなった。

 また、５月末の緊急事態宣言解除後、経済活動

の再開に伴って職場に出社する人や鉄道利用者が

増加するなど、感染拡大前の状況に徐々に戻りつつ

ある。

 今後重要なのは、テレワークの更なる定着を核に、ラ

イフ・ワーク・バランスの実現や、企業の生産性の向

上といった社会構造の変革を図っていくことである。
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テレワークや快適通勤が飛躍的に進んだが、こうした「新しい日常」をいかに定着していくかが課題
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職場はテレワーク利用可能だが利用したくない テレワーク利用は困難

わからない

⃝ 緊急事態宣言後、鉄道利用者の減少や、ラッシュ時間を避けた利用が

顕著にみられたが、宣言解除後は利用者数が元に戻りつつある。

通勤電車の混雑は一時的に解消。緊急事態宣言解除

後、利用者が元に戻りつつある
⃝ 自宅のテレワーク環境の整備や、労務管理の在り方、はんこレスの推

進、家事・育児負担の軽減など、定着に向けた課題が鮮明に。

テレワークを実践する中で様々な課題が見えてきた

多くの人がテレワークの定着を肯定的に捉えている

0.4 0.9

9.4

34.055.3

感染拡大前

0.4 2.2

15.9

35.9

45.6

感染拡大後

49.5
29.4

17.1

3.1 0.9
感染拡大後

67.5
18.8

11.3

1.9 0.5
感染拡大前

（資料）R2.6月内閣府「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」を基に作成
（資料）株式会社リクルート住まいカンパニー「新型コロナ禍

を受けたテレワーク×住まいの意識・実態調査」を基に作成

（％）

⃝ 実施場所はリビングダイニングが

最も多い。

⃝ テレワーク経験者の約９割が継続利用を希望

⃝ 男性の家事・育児参加が進んだが、

依然として女性の負担は大きい。

テレワーク実施場所 自身が負担している家事・育児の割合

テレワークの利用希望（今後、どの程度の頻度で利用してみたいか）

男性 女性

※2020年４月
17日から５月６
日までの期間

※2020年１月
末までの期間

テレワークを経験した割合

55.5%

テレワークを経験した割合

48.9%

テレワーク経験者の約９割が継続して利用したいと回答

（％）

(％)

（資料）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「緊急事態宣言下における日本人の行動変容調査」
横幕朋子「緊急事態宣言下における夫婦の家事・育児分担」 を基に作成
https://www.murc.jp/report/rc/other/survey_covid-19_200526/
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（資料）国土交通省資料を基に作成
※数値は、 2月17日の週の特定日を100とした場合の指数

首都圏の主なターミナル駅は、東京、新宿、渋谷、品川、池袋、高田馬場、大手町、北千住、押上、日暮里、町田、横浜
関西圏の主なターミナル駅は、大阪・梅田、京都、神戸三宮、難波、京橋

首都圏

関西圏

主なターミナル駅における鉄道利用者数の推移
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（資料）公益財団法人 日本生産性本部「新型コロナウイルスの
感染拡大が組織で働く人の意識に及ぼす調査」を基に作成

（％）

https://www.murc.jp/report/rc/other/survey_covid-19_200526/


 新型コロナウイルスの感染拡大の中で、非対面・非接

触で社会活動を営むため、オンライン会議やテレワーク

の急速な普及、オンライン診療の要件緩和、教育の

ＩＣＴ化など、デジタルツールの活用が進められた。

 しかし、日本社会にははんこ文化や出社・対面を前提

とした業務が根強く残っており、行政手続のオンライン

化率が低いなど、デジタルシフトの遅れの深刻さが明ら

かになった。

 世界では、コロナ禍の初期の段階から、感染経路追

跡アプリの開発やオンライン授業の徹底など、デジタル

化やデータ活用等を通じて、ウィズ・コロナの生活様式

への移行に成功した国もある。

 デジタルトランスフォーメーションが、人々のＱＯＬを高

め、国や都市の競争力を左右する大きな鍵であり、今

こそ、日本・東京は、危機感を持って取り組んでいかな

ければならない。

コロナ禍の中で、デジタルツールの活用が進んだ

⃝ オンライン会議ツール「Zoom」の全世界１日当たり会議参加者数はわずか

４か月で30倍となり、３億人超に。

⃝ 我が国では、初診でのオンライン診療が時限的に可能となったほか、学校教

育におけるオンライン授業や教育端末の配備の動きが加速化

⃝ 「東京都新型コロナウイルス感染症対策サイト」など、市民参加により、行政

サービスの向上や社会課題解決に貢献する「シビックテック」が注目

（資料）ＮＴＴ東日本「ネットワークのトラフィックについて」を基に作成

⃝ テレワークやオンライン会議等の増加に伴い、インターネット利用量が増加。

５Ｇをはじめとする安定的かつ安全なインターネット基盤の構築が重要

東京都新型コロナウイルス感染症対策サイトZoomの１日当たりの会議参加者数（全世界）

都がソースコードを公開したことにより、全国
各地で感染動向等をまとめたサイトが開設
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R1.12月 R2.4月

約1,000万人

3億人超

約30倍

(万人)

(資料)Zoom Video Communications, Inc.
HPを基に作成
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我が国のデジタルトランスフォーメーションの遅れが顕在化
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⃝ 行政手続のオンライン化率やマイナンバーカードの普及率は低水準。新型

コロナ対策関連でも十分に活用されなかった。

行政のデジタルシフトの遅れは深刻

（資料）総務省「マイナンバーカード交付状況」を基に作成

人口に対するマイナンバーカードの交付枚数率 行政のデジタル化の状況

（出典）政府CIOポータル
「行政手続等の棚卸結果等の概要」
「地方公共団体におけるオープンデータの
取組状況」

⃝ 世界主要都市と比べて東京都のＩＣＴ部門の職員数は少なく、行政や

都市のデジタル化を推進する体制強化が課題

都市 職員総数 ＩＣＴ部門職員数
ＩＣＴ部門職員数

/職員総数

東京都 約32,000人 約100人 0.3％

ニューヨーク市 約125,200人 約1,500人 1.2％

ロサンゼルス市 約32,200人 約400人 1.2％

パリ市 約52,600人 約500人 1.0％

シンガポール 約37,300人 約2,600人 7.0％

（資料）東京都「平成31年度職員定数等の概要」、 NYCGovernment “FY2017 Workforce Profile Report”, City of Los 
Angeles“Budget Fiscal Year 2018-19”, Ville de Paris“RAPPORTD’ACTIVITÉ 2018”、Singapore “Singapore Budget 
2019” The Straits Times “Government reorganizes to ‘turbo charge’ smart nation projects”を基に作成。いずれの都市も、
病院・警察・消防・学校教職員などの職員数を含めない数字。シンガポールは、各省の正規職員数の合計にGovernment Technology 
Agency（政府機関にITインフラ等を提供する政策実施機関）の職員を計上

日本のデジタル競争力は低く、世界から取り残されている

⃝ 「ＩＭＤ世界デジタル競争力ランキング2019」において、日本は技術

力やデバイス・インフラの普及等は評価されているが、ビッグデータ活用

や人材育成などの面で対応が遅れている。

（資料）IMD「World Digital Competitiveness Ranking 2019」を基に作成
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2019年総合順位

1

(順位)

⃝ はんこレスなどの取組は進んでおらず、契約書作成・押印のために出社

を余儀なくされるといった状況が発生

（資料）JIPDEC/株式会社アイ・ティ・アール調査「企業IT利活用動向調査」集計結果を基に作成

企業のデジタル化も道半ば

マスクの在庫状況を政府が30秒ごとにオープン
データで提供し、民間企業やシビックテックが多
様なサイトやアプリを開発し、情報提供

新型コロナ対策の給付金はオンライン申請により、
クレジットカードのポイントとして受取が可能。制度
開始からわずか２週間で97％の世帯に支給完了

行政手続の
オンライン化率

オープンデータ
の取組自治体
の割合

国の行政機関
12％

※平成31年３月31日時点

全国 46％
東京都 73％

※令和２年６月10日時点

強み

弱み

・携帯通信の加入者 １位
・無線通信 ２位
・ロボットの流通 ２位

・デジタル技術スキル 60位
・ビッグデータの活用と分析

63位
・サイバーセキュリティ 41位
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長期間に及ぶ外出自粛等により、経済活動が大きく落ち込み、消費行動にも顕著な変化が生じている

リーマンショックを超える経済の大幅な落ち込みに直面

 世界各国で実施された外出制限等に伴う経済

活動の抑制により、世界経済は、リーマンショック

以来の大幅な落ち込みが予測されており、1920

～30年代の世界恐慌以来最悪の景気後退と

の指摘もある。

 長期にわたる経済活動の停滞は、企業業績の

悪化や失業者の増加を招き、ひいては、社会活

力の低下につながるおそれがあり、感染拡大防止

と経済活動との両立が課題である。

 国内では、外出自粛等の影響により、交通やレ

ジャーに関する支出が減少し、 食料品やゲーム

など「巣ごもり需要」関連の支出が増加している。

また、対面・接触の機会が多い小売業が大きな

打撃を受けた一方で、ＥＣ（電子商取引）に

関する消費が伸びている。

 戦後最悪とも言える経済状況に直面する中で、

業績悪化に苦しむ企業や事業者への適切な支

援を行うとともに、消費行動の変化をビジネスチャ

ンスと捉え、新たな日常に適合した産業構造の

転換や産業活性化につなげていく必要がある。

⃝ 令和２年４～６月期の国内ＧＤＰは、前期比年率で27.8％減と、リーマンショッ

クの影響を受けた平成21年１～３月期を超える戦後最大の落ち込みを記録

（資料）経済協力開発機構「OECDエコノミックアウトルック107」を基に作成
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⃝ 2020（令和２）年第一四半期の世界全体のＧＤＰ成長率は▲３％を記録

2020年は、リーマンショック直後を超えるマイナス成長（▲7.6％ ※ ）との予測

※2020年末までに新型コロナウイルスの大規模拡大の第2波が襲来するシナリオに基づく

世界のＧＤＰ成長率の推移 ※2020年・2021年は予測

16 （資料）内閣府「国民経済計算（GDP統計）」を基に作成

国内のＧＤＰ増減率の推移（前期比、年率換算）

リーマンショックの影響

リーマンショックの影響

(％)
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3月 4月 5月消費行動の変化（対前年度同月比）

（資料）JCB/ナウキャスト「JCB消費NOW」を基に作成

(％)

⃝ 外出自粛等の影響により、百貨店やコンビニエンスストアの販売額が大幅に減少

国内消費動向指数（ＥＣ）の前年同期比の推移(％)

（資料）経済産業省「商業動態統計」 を基に作成

人々の消費行動が大きく変化し、企業等の業績にも影響を与えている

食料 家具・家事用品 被服
履物

保健医療 交通・通信 教育 教養娯楽 その他の
消費支出

（資料）総務省「家計調査」を基に作成

⃝ 食料品やゲーム等の「巣ごもり需要」関連の支出が増加。鉄道、バス、航空などの交通関連支出や、旅行、映画・演劇、スポーツといったレジャー関連支出

が総じて減少するとともに、消費支出全体でも前年度比で減少
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⃝ 一方で、ＥＣ（電子商取引）の消費動向指数は増加傾向

販売額増減率（前年同期比）の推移



 サービス業を中心とした休業や、事業の縮小等による

解雇・雇い止めの増加により、生活困窮者や住居喪

失者が短期間で急速に増加。平均収入が低いひとり

親家庭にもしわ寄せが生じている。

 また、都内の有効求人倍率が約45年振りの下げ幅

になるなど、新型コロナウイルス感染拡大の影響は雇

用情勢に顕著に現れている。

 特に、今回のコロナ禍では、フリーランスなど個人事業

主の社会保障制度の脆弱さが顕在化したほか、就職

内定率の低迷など第二の就職氷河期も懸念されてい

る。

 コロナ禍による深刻な打撃は長期化するおそれもあ

り、有効な対策を講じなければ、終息後の経済や雇

用の回復に大きな影響を与えかねない。

失業、休業等により生活に困窮する人が増加

（資料）福祉保健局統計を基に作成

⃝ 生活福祉資金（緊急小口・総合支援資金）の申込受理件数が、

2020（令和２）年４月以降大幅に増加

⃝ 都は、インターネットカフェ等に対する休業要請等で住居や寝泊まりの場

所を失った生活困窮者に対し、ビジネスホテルなどの一時住宅等を提供

するなど支援を実施

⃝ 支援の必要な方が支援機関等に確実につながるよう、情報や相談への

アクセスを向上させていく必要

ひとり親家庭の収入や生活にしわ寄せ

⃝ ほかの家庭に比べて平均収入が低いひとり親家庭は、コロナ禍による休

業、休校等の影響を大きく受け、７割以上の家庭で収入が減少。都も

支援を実施

⃝ デジタル環境が整っていない家庭では、子供がオンライン教育を受けられ

ない懸念も。

（資料）認定NPO法人グッドネーバーズ・ジャパン「新型コロナウイルスの感染拡大による生活
への影響に関するアンケート」を基に作成
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都民の生活や雇用に深刻な影響が広がり、更なる悪化や長期化も懸念されている

生活福祉資金(緊急小口・総合支援資金の合計)の申込受理件数(東京都内) 【速報値】

4月に受け取った収入（就労及び各種手当含む）への影響

0

20,000

40,000

60,000

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月

緊急小口資金 総合支援資金

例年の年間受理件数と比較すると急増
(2018年度134件、2017年度203件)

(件)

13 10 1,248

19,714

55,146

41,423

52,918

(注)３月25日以降新型コロナウイルス感染症の影響により収入の減少等があった世帯を対象とした特例貸付を開始



(％)

フリーランスに対する制度的課題が顕在化

⃝ 国内のフリーランスは462万人(本業214万人/副業248万人)と推計※

⃝ 民間調査では、６割以上が「収入が減少した」と回答。雇用保険等の

対象外であるなどセーフティネットの課題が浮き彫りに。

⃝ 取引先から契約書面の交付がなく、一方的な契約解除や、給付金申

請に必要な書類を用意できないなど、法的保護の側面も課題に。

就職内定率の低下など第二の就職氷河期も懸念

⃝ 来春卒業予定の大学生

の就職内定率（内々定

を含む）は81.2%で、

前年同期より10ポイント

低下（右グラフ参照）

⃝ 採用活動の取りやめや

内定取消しを行う企業も

見られ、影響が長期化す

れば、第二の就職氷河

期も懸念 （資料）(株)リクルートキャリア 就職みらい研究所
「就職プロセス調査(2021年卒)『2020年8月1日
時点 内定状況』」を基に作成

雇用情勢は急速に悪化

⃝ 令和２年６月の完全失業率は2.8％で、更なる悪化も懸念

⃝ 令和２年６月の都内の有効求人倍率は７年前と同水準。前月比では

45年８か月振り（昭和49年オイルショック時）の下げ幅に。

（資料）総務省統計局「労働力調査」を基に作成

休業者及び完全失業者数の推移

フリーランスに対する主な支援（国）

(万人)

就職内定率の推移

（資料）総務省統計局「労働力調査」、厚生労働省「職業安定業務統計」を基に作成

持続化
給付金

家賃支援
給付金

最大300万円支給
※テナント事業者のうち、フリーランスを含む
個人事業主も対象に

最大100万円支給
※6月29日以降は主たる収入を給与所得等で
確定申告した者も対象に

中小企業の事業主への給付額（最大
200万円）の半額

中小企業の事業主への給付額（最大
600万円）の半額

保険料（税）を減免
※一定程度収入が下がった方々等が対象

特別加入制度の対象拡
大を検討
※令和２年６月25日「全世代型社会保障検
討会議第２次中間報告」

労働者災害
補償保険等の
更なる活用

完全失業率及び有効求人倍率の推移(％) (倍)

小学校休業等
対応支援金

日額7,500円支給
※子供の世話を行うために契約した仕事
ができなくなった個人が対象

雇用保険被保険者への支援金（最大
15,000円）の半額

新型コロナウイ
ルス感染症
特別貸付

日本政策金融公庫等による
実質無利子・無担保での融
資を実施
※特別貸付と特別利子補給制度を併用
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⃝ ４月の休業者数は597万人で、前月比348万人と未曽有の増加

⃝ 宿泊業や飲食業を中心に、解雇・雇い止めが見込まれる労働者が増加

（５月29日から８月21日までで、全国で約31,500人、東京で約8,700人増）

国民健康保
険料（税）

※ 令和２年５月内閣官房調査



 小・中・高校は最長で約３か月にわたって臨時休業と

なり、学童クラブ・保育所も登園等の自粛が要請さ

れ、子供たちは長期間自宅で過ごすことを余儀なくさ

れた。

 劇的に日常が変化する中、子供のストレスや、保護

者の子育てに関する負担が増大することとなった。

 今回の事態を通じ、学校・学童クラブ・保育所等は、

従来の学びや保育の機能だけではなく、「子供の成長

を支える重要な居場所」であることが再認識された。

 また、学習面では、地域や学校間でデジタル教材を

活用した学習環境に差が生じるなど、教育のＩＣＴ

化への遅れにより、学びの保障が問題となった。

 コロナ禍における経験を踏まえ、いかなる状況下でも

子供たちの学びを止めず、居場所を確保するため、学

校・学童クラブ・保育所等や柔軟な対応ができる人材

育成のあり方などについて検討するとともに、子供や保

護者等にきめ細かくサポートする政策を一層推進して

いく必要がある。

学校は長期間にわたり臨時休業、保育所・学童クラブも登園

自粛等を余儀なくされ、子供の居場所が社会的課題に

＜臨時休業・登園自粛等から再開までの経緯＞

⃝ 大半の保育所等が規模を縮小し、多くの園児が登園を自粛

調査対象：4/７緊急事態宣言対象７都府県の保育・幼児教育施設 対象期間：4/17～5/1
（資料）東京大学大学院教育学研究科附属発達保育実践政策学センター

「保育・幼児教育施設における新型コロナウイルス感染症に関わる対応や影響に関する調査報告書vol.1〈速報版〉」を基に作成

N=260
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学校の休業・保育所等の登園自粛や外出自粛等によって、子供たちの生活環境に大きな影響が及んだ

23.3

37.9

31.9

4.7

0.4

1.7

0 10 20 30 40

1割未満

1～2割

3～4割

5～6割

通常通り

不明

(％)保育所等に登園している園児の割合

3.1

62.3

23.1

10.8

0.8
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通常通り開園

登園自粛を依頼するなど

保育を縮小

臨時休園しているが、

預かり保育や特別保育を実施

全面的に臨時休園

その他

(％)

N=260

保育所等の開園状況

N=232

● 2月27日 国 全国の小・中・高や特別支援学校等に対し3月2日から春季休業まで臨時休業とすることを要請

都立学校において、3月2日から春季休業まで臨時休業を決定

【区市町村】 3月2日以降、順次臨時休業

都立学校の休業措置を、春季休業の終了日の翌日から5月6日まで延長を決定

【区市町村】 すべての自治体で5月6日まで臨時休業

東京都を含む７地域に、5月6日までの緊急事態宣言を発出
保育提供の縮小、学童クラブの規模縮小の検討について、都道府県等に依頼

　⇒　4月16日　5月6日までの緊急事態宣言を全都道府県の区域に拡大

　⇒　5月　4日　全都道府県の区域を対象に、5月31日まで緊急事態宣言を延長

● 4月9日 都
保育所、学童クラブ等に関する都の考え方を提示（家にいることが可能な保護者には登園等自粛依頼、

社会生活維持に必要なサービスに従事など、仕事を休むことが困難な保護者には、確実に保育等を提供　等）

都立学校の休業措置を、5月31日まで延長

【区市町村】 58の自治体で5月31日まで臨時休業（4自治体については未実施または期間短縮で実施）

● 5月14日 国 緊急事態措置の指定解除後は、保育所・学童クラブの原則開所を都道府県等に依頼

● 5月25日 国 東京都を含む５地域で緊急事態宣言終了を宣言（全国で解除）

6月1日 都 すべての都立学校、区市町村立学校で学校を再開（分散登校などを実施し、順次通常登校へ移行）
※5月28日に「新型コロナウイルス感染症対策と学校運営に関するガイドライン」を発行

都

4月1日 都

5月5日 都

4月7日 国

●

●

●

●

2月28日



教育のＩＣＴ化への遅れにより学びの保障が問題化、
取組の加速化が不可欠

（資料）内閣府「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活
意識・行動の変化に関する調査」（6月21日）を基に作成

※調査期間:5月25日～6月5日
回答数（東京）:1,104人

【東京都23区の回答】

海
外
事
例 フィンランド

感染拡大前から、すべての学校
で１人１台端末を整備。学校
閉鎖の２日後から授業をすべて
オンラインで実施

⃝ 教育用端末の配備状況は国際的に低い水準

※…OECD「A framework to guide an education response to the COVID-19 Pandemic of 2020」

⃝ 同時双方向型のオンライン指導やオンライン授業といった、ＩＣＴを活用

した家庭学習の実施は不十分

休業等により、子供・保護者双方に困りごと、ストレスが増大

⃝ 対人コミュニケーションや学習、運

動等の機会を喪失するなど、子供

の日常が劇的に変化

⃝ 「友達と会えない」、「学校に行け

ない」こと等が一因となり、多くの子

供がストレスや不安を感じている。

子供 保護者

OECD平均※

1.25人/台

都立学校 都内公立学校

4.2人/台 5.2人/台
(2018年度時点) (2018年度時点)

⃝ 海外では、オンラインにより平時と同等のレベルで学習指導を行った国も

あるなど、我が国の教育のＩＣＴ化の遅れは顕著

（資料）文部科学省「学校の臨時休業に関連した公立学校における
学習指導等の取組状況について（４月16日）」を基に作成

※臨時休業を実施する
全国の1,213自治体に調査

【文部科学省調査】全公立学校における休業中の学習指導方法（4月16日時点）

教育委員会が独自に作成した授業動画を活用した家庭学習 10％

上記以外のデジタル教科書やデジタル教材を活用した家庭学習 29％

同時双方向型のオンライン指導を通じた家庭学習 ５％

【内閣府調査】新型コロナウイルス感染症の影響下において、子供たちが経験した教育についての回答

学校の先生からオンライン授業を受けている割合

学校以外の塾や習い事でオンライン授業を受けている割合 33.8%

10% 20% 30%

26.2%

⃝ 困りごととして、食事作りなどの子

供の世話が増えたことや、精神的

負担やストレスの増大などが挙がっ

ており、保護者もコロナ禍における

子育てに負担を感じている。

N=1,292（複数選択可） 調査期間：4/30～5/5
（資料）国立研究開発法人国立成育医療研究センター

「コロナ×こどもアンケート中間報告」を基に作成

調査期間：５/５・６ （複数選択可）
（資料）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「緊急事態宣言下における

日本人の行動変容調査」尾島有美「一斉休校等による子どもの
生活への影響と保護者の負担感」を基に作成
https://www.murc.jp/report/rc/other/survey_covid-19_200602/

シンガポール

従前から構築されていた、全土の小
中高校が利用できる学習用プラット
フォームを活用し、オンラインによる学
習を実施
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(N=556)

小学生

(N=833)

中学生

(N=483)

高校生

(N=489)

(％)保護者の困りごと

現在、教育のＩＣＴ化を推進する「TOKYOスマート・スクール・プロジェク
ト」を当初予定から大幅に前倒して推進

https://www.murc.jp/report/rc/other/survey_covid-19_200602/


高齢者は、外出や交流の減少による健康状況の悪化に加え、

「デジタルデバイド」による孤立化の懸念も

⃝ 感染不安によるサービスの利用控えなどにより、仲間との集い、スポーツ・趣味等

ができず、心身の健康、買物・移動に不安を抱く高齢者が増加

⃝ こうした状況が長期化することで、高齢者の健康状況が悪化するおそれがあり、

介護・フレイル予防や健康づくりに、いかなる状況でも取り組める工夫が必要

 高齢者や障害者は、自身の感染不安に加え、生活

支援サービスの休業などにより、心身の健康不安が増

大した。加えて、「デジタルデバイド」による孤立化も懸

念される。

 また、在住外国人からは、生活困窮などの相談が都が

設置した窓口に寄せられるとともに、感染者や医療従

事者、その家族への誹謗中傷が問題となるなど、コロナ

禍は東京に暮らす人に様々な影響を及ぼした。

 さらに、外出自粛により、従来のリアルな「つながり」が

制約される中、若年世代を中心にオンラインでの交流

が進むとともに、多くの人が家族や友人、地域との交流

など身近な人との「つながり」の大切さを再認識した。

 一方で、コロナ禍においても、一人暮らしの高齢者、認

知症の人、医療的ケア児など、ケアを必要とする人が

健康で安心して暮らせる環境整備を進めていかねばな

らない。

 また、この経験を基に、リアル、オンライン双方の強みを

活かして、誰もがつながることができる居場所を創出す

るなど、多様な人が相互に理解し、交流する包摂性の

高いまちを実現していく必要がある。

⃝ スマートフォンなどデジタル機器を通じて家族等と交流する高齢者もいる一方、

４分の１の高齢者が１年間に１度もインターネットを利用したことがない状況

にあり、「デジタルデバイド」による孤立化の懸念も。

（資料）総務省「令和元年通信利用動向調査」を基に作成
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高齢者、障害者、外国人など、東京に暮らす様々な人の生活に影響が及んだ

過去１年間インターネット利用していない人（令和元年9月末）

地域包括支援センター・在宅介護支援センター利用者からの増加した相談内容

（資料）一般社団法人 人とまちづくり研究所 「新型コロナウイルス感染症が介護・高齢者支援に及ぼす
影響と現場での取組み・工夫に関する緊急調査【地域包括支援センター/在宅介護支援センター
調査】調査結果報告書」を基に作成



回答者数：開業医・勤務医等 1,599名

調査実施期間：4/13～15

人と人の「つながり」の重要性を再認識する人が増加

⃝ 外出自粛など制約のある生活を送る中、家族や友人、地域との交流を求め

る人が増加するとともに、ボランティアなど社会貢献活動の意欲も高まっている。

（資料）博報堂生活総合研究所 「第３回新型コロナウイルスに関する生活者調査」を基に作成

※「力を入れたい」、「やや力を入れたい」の回答率
※調査時期は、4/2～6、5/7～11、6/4～8

障害者の生活にも大きな影響が生じている

⃝ ソーシャルディスタンスを保てないことへの不安やマスク着用によるコミュニ

ケーションの難しさなど、多くの障害者が生活環境の変化に不安を抱い

ている。

調査対象：視覚障害者・聴覚障害者165名 調査実施期間：4/23～26

外国人からは経済困窮などの相談が多く寄せられた

⃝ 在住外国人からの相談の５割以上が困窮・労働など経済面の内容

⃝ 感染拡大期の３月に、東京都の外国人人口が前年同期比で急減

（資料）生活文化局提供データを基に作成 （資料）総務局「外国人人口」を基に作成

コロナに関連した偏見や差別が問題に

⃝ 感染者や医療従事者、その家族等への偏見や差別につながる事例が発生

⃝ 都は、不当な差別的取扱いを禁止する条例を制定

20.3%

6.3%

3.9%

同僚など周囲の医療従事者

から偏見や差別を受けたとい

う話を聞いた

自分自身が偏見や差別を受

けた

家族が偏見や差別を受けた

第四条第三項

都民及び事業者は、新型コロナウイルス感染症の
患者等、医療従事者、帰国者、外国人その他の
新型コロナウイルス感染症に関連する者に対して、り
患していること又はり患しているおそれがあることを理
由として、不当な差別的取扱いをしてはならない。

東京都新型コロナウイルス感染症対策条例（抜粋）

（資料）2020年4月26日：m3.com「医療維新」
を基に作成

「STOP！コロナ差別－差別をなく
し正しい理解を－キャンペーン」
（公益財団法人 人権教育啓発推進センター）

ご自身や周辺の方が、COVID-19に関して
偏見や差別を受けた経験がありますか

東京都外国人新型コロナ生活相談センター相談内容
来月力を入れたいこと（生活力点）

東京都の外国人人口の増減（各年3/1~3/31）
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外出面で不便を感じたことがあるか

情報取得において不便を感じたことがあるか

（資料）一般社団法人ダイアローグ・ジャパン・ソサエティ「COVID－19（新型コロナウイルス）感染拡大
防止に伴う視覚障害者・聴覚障害者が抱える困難に関する緊急アンケート」を基に作成
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訪日外客数や旅行消費額の記録的な減少により、観光産業

は大打撃を受けている

1/27 中国で海外への団体旅行禁止措置

2/1 日本で中国湖北省を対象とした入
国制限措置。以降規制対象地域・国を
順次拡大

（資料）日本政府観光局（ＪＮＴＯ）「訪日外客数の動向」
を基に作成

日本人による国内旅行消費額の
前年同月比の推移（全国）

（資料）観光庁「旅行・観光消費動向調査」
を基に作成

 入国制限措置や緊急事態宣言下での都道府県間の

移動自粛要請等により、ここ数年過去最高を記録して

いた訪日外客数や消費額は記録的な落ち込みとなり、

観光産業は大きな打撃を受けている。

 また、音楽イベント、文化の催し、プロスポーツ等の中

止・延期等により、エンターテインメント・スポーツ産業も

大きな損害が発生し、中高生の部活動の大会の中止・

延期など、若者にとって重要な体験の場も失われた。

 一方で、動画配信サイトなどを通じてオンライン上で文

化やスポーツを体験するなど、新しい楽しみ方も注目さ

れた。

 今回のコロナ禍を通じて、観光や文化、エンタメ、スポー

ツは、人々に楽しさや喜びをもたらし人生を豊かにする重

要な要素であることが再認識された。コロナ禍を経て生

まれた新しい楽しみ方なども活かしつつ、我が国の強み

であるこうした産業の再興に向けた戦略が問われてい

る。

日本の魅力である食文化を支える飲食業等も危機的状況に

⃝ 緊急事態宣言下における休業等の影響により、令和２年４月、５月の外食

産業の市場規模は、前年比約７割減となった。

⃝ 飲食店の休業等の影響で、余剰となった食材の価格が大幅に低下

（資料）エヌピーディー・ジャパン「外食・中食 調査レポート」を基に作成

（資料）農畜産業振興機構「月別肉用子牛取引
状況表（月報）」、中央卸売市場「市場
統計情報（月報・年報）」を基に作成

（各月の平均価格を採用）

主な食材の価格
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外食産業の市場規模推移（前年同月対比）

金額市場規模 食機会数 客単価

0

(％)

ベトナムなど一部の国と、入国制
限措置緩和に向けた協議を開始

H31年4月 R2年4月

和牛子牛 79.2万円/頭 61.9万円/頭

真鯛 925円/kg 684円/kg

ウニ 12,310円/kg 9,887円/kg
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「新しい日常」における、観光・文化・エンターテインメントなどの再興に向けた戦略が問われている
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⃝ 令和２年５月の訪日外客数は、前年比99.9%減の1,700人となり、1964

年の統計開始以来最低を記録

⃝ 同年３月の日本人による国内旅行消費額は、前年比53.1％減の7,864億

円となった。



イベントの中止・延期により、大きな経済損失が発生

（資料）日本政策投資銀行「新型コロナウイルス感染拡大によるイベント等自粛の経済的影響について
～３-５月の全国での経済損失３兆円と推計～」(6月25日公表)を基に作成

※ 小規模のイベントやデータの取れないスポーツイベント(Vリーグ、格闘技など)は含まれない
※ 調査後に中止決定した大規模イベントには、第102回全国高等学校野球選手権大会(甲子園)などがある
※ エンタメとスポーツは3～5月、花火は7～8月、インターハイは8月開催の主要イベントを対象に推計

（資料）野村総合研究所「新型コロナウイルス対策緊急提言 新型コロナウイルス感染
拡大で生活におけるデジタル活用が急進展～『デジタル包摂』が急務～」
(5月27日公表)を基に作成

オンラインを活用して、文化・スポーツを楽しむ層も

⃝ リアルな場での体験に制約が生じる中、オンラインを活用し、文化・芸術を

鑑賞する人や自宅で運動する人が一定数存在

⃝ 文化・スポーツそれぞれについて、オンラインによる体験に関心を持つ人が

約３割

（資料）第一生命経済研究所「第2回 新型コロナウイルスによる生活と意識の変化に関する調査」
を基に作成

動画配信サービスなど、家で楽しめるサービスが人気

⃝ 外出自粛の中、自宅で動画配信

サービスを活用して、映画などを視

聴する層が増加。令和２年３月～

５月で６ポイント増となり、これまで

の傾向と比較して大きく増加

調査時期
令和2年5月15日～16日

ポストコロナ時代の新たな観光需要の掘り起こしが鍵

⃝ 国際航空運送協会（ＩＡＴＡ）によると、国際線の航空旅客需要の

回復は国内線以上に時間を要し、世界的な航空旅客需要がコロナ禍

前の水準まで回復するのは、早くとも2024年になる見通し

⃝ 旅行者の安全・安心を確保しつつ、歴史、食文化、ポップカルチャー、多

摩・島しょの自然などの東京の魅力の磨き上げや新たな需要の掘り起こ

しが不可欠

中止・

延期数
経済損失額

音楽イベント 音楽ライブ

文化イベント ミュージカル、演劇等

フェスティバル 自治体等が主催するイベント 1,116件 17,411億円

プロ野球 435件

Jリーグ 486件

Bリーグ 229件

73件 2,458億円

1件 278億円

15,045件 31,883億円合計

ス

ポ

ー

ツ

プロスポーツ

イベント
2,688億円

花火

類型

エ

ン

タ

メ

12,705件 9,048億円

インターハイ

インターネットを活用した鑑賞、運動・スポーツの状況

映画やテレビ番組などの有料動画
配信サービス視聴割合の変化

（資料）IATA「Outlook for air travel in the next 5 years」、「Five years to return to 
the pre-pandemic level of passenger demand」を基に作成

世界の航空旅客需要の見通し

コ
ロ
ナ
禍
に
よ
る
急
激
な
需
要
減

世界の
航空旅客需要

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025～

順
調
な
成
長
フ
ェ
ー
ズ

回復フェーズ
➢コロナ禍前の水準まで回復するのに４年以上を要する見通し

順調に回復した場合においても、コロナ
禍前の水準に戻るのは早くとも2024年

⃝ 全国で予定されていた様々なイベントが中止・延期となり、３兆円を超える

経済損失が発生

⃝ リアルな場での体験や中高生の部活動の成果発表の場などが喪失

⃝ 都では、アーティスト等が制作した動画作品をＷｅｂ上で発信する機会を提供
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 今回、世界各国での経済活動の抑制や人の流れの

停滞により、CO₂排出量が大幅に減少、大気環境も

大きな改善がみられた。過去には、一時的に減少した

CO₂排出量が再び増加した経緯もあり、同様の失敗

を繰り返さない努力が必要となる。

 こうしたことから、今後の復興に当たっては、国連から

各国に対して「より良い復興」が呼びかけられるなど、

世界的に環境への配慮と社会・経済活動の両立が

求められている。

 各国でも、飛行機やガソリン車の利用から鉄道や自

転車へシフトを図るなど、持続可能な復興を目指し

て、人々や企業の行動、意識変容等にもつながる政

策が実施されている。

 我が国でも、再エネ型経済社会の創造に向けた検討

が開始され、都においても、昨年12月に「ゼロエミッショ

ン東京戦略」を策定し、東京の脱炭素化に動き出し

ている。

 今後、復興後の東京をより良いものとするため、環

境、経済、人々や企業の意識・行動様式など、社会

全体に係る様々な側面で持続可能な復興を目指す

「サステナブル・リカバリー」を推進する必要がある。
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社会・経済から気候変動まで幅広く持続可能な復興を図る「サステナブル・リカバリー」が世界の潮流に

CO₂排出量は大幅な低下が予想されるが、その後の増加が懸念

⃝ 令和2年の世界全体のCO₂排出量は、過去最大規模の前年比約８％減少と

予測

⃝ リーマン・ショック時には、減少したCO₂排出量がその後大きくリバウンドしてしまった。

⃝ パリ協定に定める1.5℃目標の実現には、今後10年間で毎年7.6％の温室効果

ガス排出量削減が必要と分析されている。

（資料）IEA 「Global Energy Review 2020」を基に作成

持続可能な復興を目指す動きが国際的な潮流

⃝ 国連は、各国に対して、環境に配慮したグリーンな方法で新しい雇用やビジネスを

提供すること等を提案し、より持続可能で強靭かつ包摂的な社会を作り上げる、

「より良い復興」を呼びかけ

⃝ 世界気象機関(ＷＭＯ)は、今後、より持続的な経済の構築が必要であり、数世

代にわたり、人類の健康と福祉の利益となる取組が必要であるとする。

世界のCO₂排出量



各国における主な動き

気候変動により感染症のリスクが増大する可能性

ヒトスジシマカの分布域

⃝ 温暖化が進むと、感染症を媒介する蚊などの生物の分布域が広がり感染

症の発生地域や流行規模が拡大する等のおそれがある。

ヒトスジシマカはデング熱
やチクングニア熱を媒介

東北地方における現在までの分布域の北限 21世紀末の分布予測

（資料）環境省「STOP THE 温暖化2017」を基に作成

~1950年

2000年

2010年

各国で環境への配慮と経済の両立を図る政策を推進

⃝ 気候変動対策に係る景気刺激策を通じて、鉄道やＥＶ、自転車等の利用を

促すなど、人々や企業の行動変容にもつながる取組を実施

ドイツ

EV購入補助金の倍増、ＥＶ充電インフラの整備、Ｅモビリ
ティの研究開発支援等、気候変動対策となるモビリティ技術
への投資を促進

フランス

航空業界に対する融資等の条件に、高速鉄道と競合する近
距離路線の廃止等を要求

カナダ

主力産業である石油・ガス業界に支援を行うと同時に、メタン
ガス等温室効果ガス排出削減のための設備投資導入に係る
融資を実施

イタリア ミラノ市

自動車の利用を減らすため、車道の一部を自転車や歩行者
用道路として再整備(イタリア政府も自転車等の購入補助金
を導入)

韓国

・公共賃貸住宅や保健所等23万戸をゼロエネルギー化

・環境やデジタルへの投資を通じて、2025年までに190万人
の雇用創出を目指す

ヨーロッパ連合

復興基金「次世代のＥＵ(Next Generation EU)」を創
設し、中期予算の約3割を気候変動分野に投じることで、各
国の復興計画を通じたグリーン移行を促進
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日本でも再エネの主力電源化に向けた検討を開始

⃝ 経済産業省は、再生可能エネルギーの普及に関する包括的政策の検討

を開始

② 再エネを支える社会インフラの整備

③ 再エネと共生する地域社会の構築

■：非生息可能域

■：生息可能域

（主な論点）洋上風力の競争力強化

① 競争力ある再エネ産業への進化

② 再エネを支える社会インフラの整備

③ 再エネと共生する地域社会の構築

（主な論点）基幹送電線利用ルールの見直し

（主な論点）地産地消の電源や地域分散型の

エネルギーシステムの導入拡大

【検討に当たっての3つの視座】

（資料）経済産業省「「再エネ型経済社会」の創造に向けて～再エネ主力電源化の早期実現～」を基に作成

（資料）経済産業省「平成30年度におけるエネルギー需給
実績（確報）」を基に作成

国内の発電電力量全体に占める
再生可能エネルギーの割合

(％)

H （年度）




